
事務事業評価の評価結果について（平成27年度の事業に対する評価）

美杉総合支所 評価：４＝できている　３＝概ねできている　２＝課題克服が必要　１＝未着手状況　　

指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成28年度
以降の事業
の方向性

所見

地域振興課
地域イン
フラ維持
事業

道路、交通安全施設、河川、公
園等の維持に係る地域住民から
の要望等に対し、迅速かつ柔軟
に対応し、課題を解決していく
ことを目的とします。

要望に対する
迅速かつ柔軟
な対応の推進

道路、交通安全施設、河
川、公園等の維持及び補
修に係る要望等に対して
検討し、早急に課題解決
を図ります。

地域住民からの要望
に対する迅速かつ柔
軟な対応を推進す
る。

限られた財源のなか迅速
に要望に対応できまし
た。

4

限られた財源のなか、緊
急・優先順位を十分考慮
して実施できた。地域住
民の要望に対応できた。

現状維持

要望カ所は今後とも増え
る見込みであるも、人員
的に対応可能な状況とし
て、現状のまま推移した
い。

地域振興課
地域イン
フラ補修
事業

道路、交通安全施設、河川、公
園等の維持に係る地域住民から
の要望等に対し、迅速かつ柔軟
に対応し、課題を解決していく
ことを目的とします。

要望に対する
迅速かつ柔軟
な対応の推進

道路、交通安全施設、河
川、公園等の維持及び補
修に係る要望等に対して
検討し、早急に課題解決
を図ります。

地域住民からの要望
に対する迅速かつ柔
軟な対応を推進しま
す。

限られた予算の中、地域
住民の要望に対応できま
した。

4

限られた財源のなか、緊
急・優先順位を十分考慮
して実施できました。地
域住民の要望に対応でき
ました。

現状維持

要望カ所は今後とも増え
る見込みであるも、人員
的に対応可能な状況とし
て、現状のまま推移して
いきたい。

　課題克服が必要な事業
も一部あるが、全体とし
て本年度は概ね予定通り
事業が進捗しました。
　地域の活性化のための
具体的な取り組みなど課
題解決を含め、地域と一
体となった事業実施が必
要です。

拡充・充
実

　地域主体の地域づくり
の初動支援は平成25年度
ですべての地域で完了し
たが、地域における事業
は継続しているため地域
と協働による地域との協
働による事業の進捗を図
り、地域資源を活用した
地域づくりを進めていき
ます。
　また、まつり事業につ
いては地域主体の事業で
あり、地域コミュニティ
形成の促進方策であるた
め事業継続による地域の
活性化を推進していきま
す。

6事業 6事業

　昨年同様地域の活性化
につながるよう地域づく
り事業の進捗ができまし
た。

4地域振興課

地域かが
やきプロ
グラム事
業（美杉
総合支
所）

　多様な主体と連携した集落機
能の再生については、　高齢者
の豊かな経験や知識を活用する
とともに、地域団体、ＮＰＯ等
とも連携しながら、地域コミュ
ニティやその活動のあり方等を
検討し、人と人とのつながりを
大切にした心豊かな地域コミュ
ニティの形成をめざします。
　暮らしの安全・安心づくりに
ついては、地域住民の健康づく
り支援や高齢過疎地域における
医療体制の確立をめざし、地域
の実情に合った利用しやすい公
共交通システムの整備に向けた
取り組みを進めます。
　森林を活かしたヘルスツーリ
ズムの推進については、豊かな
森林の恵みを活かした森林セラ
ピーロードの整備や利用促進の
ためのＰＲ活動を行う等、観光
商品としての価値を高めること
により、ヘルスツーリズムを推
進し、観光交流の拡大に取り組
みます。
　豊かな自然環境の中での移住
については、田舎暮らしを応援
する各種制度の利用を促進する
とともに、空き家情報バンクへ
の登録者を増やす工夫を行うな
ど、更なる定住・二地域居住に
向けた取り組みを推進します。
　住民との連携による歴史・文
化の保全と活用については、｢歴
史の道百選」にも選ばれた伊勢
本街道の家並みの保全・活用や
有形・無形文化財の保護と史跡
の管理、歴史・文化の伝承活動
等を進め、住民と共に磨いてき
た伊勢本街道の魅力を活かし、
地域における観光資源としての
ブランドの確立をめざします。

実施事業数

　地域資源の有効な活用
による地域づくりをめざ
し、高齢過疎地域と暮ら
すための条件等課題解決
を図り、地域の活性化と
振興を推進するため、上
記指標を設定します。

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成27年度） 事業の評価 所管課長等による評価
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地域振興課

地域情報
発信事業
（美杉総
合支所）

地域振興に係る活動に対し、情
報発信を行うなど支援等を図
る。
地域住民からの地域振興を始め
行政全般にわたる相談等に応
じ、総合支所及び本庁各部課等
と調整を行う。

地域だより
12回発行

地域情報発信事業につい
ては、地域振興事業であ
り、指標設定が困難であ
るため、美杉だよりの発
行回数を数値目標に設定
します。

12回 12回

美杉だより月１回発
行
美杉全戸配布
（年５回カラー版発
行）

12回発行を行い目標達成
できました。

4

　地域情報の提供、発信
について美杉だよりを月
１回発行し全戸配布を行
いました。
　地域に密着した情報の
提供を図り、親しみやす
い紙面作りに努めまし
た。

現状維持

　地域振興に係る活動に
対し、情報提供を行うな
どの支援等を図ることが
できた。

地域振興課
過疎対策
事業

 過疎地域自立促進特別措置法に
基づき過疎地域として指定され
ている美杉地域について、総合
的かつ計画的な対策を実施する
ために、住民ニーズを踏まえた
地域の自立促進のための指針と
なる津市過疎地域自立促進計画
を策定することを目的とする。
 また、過疎対策事業に係る情報
収集や計画の進行管理を行いま
す。

（※平成27年度より組織改編に
伴い、これまで地域審議会事業
に含まれていたもののうち美杉
総合支所地域振興課が所管する
ものについて新たに過疎対策事
業として創設。）

津市過疎地域
自立促進計画
の策定
過疎対策事業
の情報収集及
び計画の進行
管理

平成２７年度において、
平成２８年度から平成３
２年度を計画期間とす
る、津市過疎地域自立促
進計画を策定したため、
今後は過疎対策事業に関
連した情報収集や当計画
に基づく進行管理を行い
ます。

前回（平成２２年
度）に策定した計画
の内容等を踏まえ、
美杉地域住民の自立
促進に向けた過疎対
策の方向性を計画に
示します。
また、過疎対策事業
に係る情報収集や計
画の進行管理を行い
ます。

美杉地域住民の自立促進
に向けた過疎対策の方向
性を示した平成２８年度
～平成３２年度の計画を
策定できました。また、
過疎対策事業に係る情報
収集や平成２２年度策定
の計画の進行管理を行い
ました。

4

地域の各種団体との意見
交換や地域審議会での意
見を踏まえ、平成２８年
度～平成３２年度を計画
期間とする過疎地域自立
促進計画を策定しまし
た。また、過疎対策に係
る先進事例や国、県の動
向等に関する情報収集、
平成２２年度策定の計画
について進行管理等を行
いました。

現状維持

平成２８年度～平成３２
年度を計画期間とする過
疎地域自立促進計画を策
定は完了したが、地域の
自立促進に資するため、
今後この計画に係る進行
管理や過疎対策事業に係
る情報収集等に取り組ん
でいきます。

地域振興課

地域活性
化事業
（美杉総
合支所）

　少子化、高齢化が特に進んで
いる美杉地域の活性化を図るた
め、多様な歴史、文化、恵まれ
た自然環境など美杉の魅力を総
動員し、交流人口及び定住人口
の増加を図る施策を展開しま
す。

国に提出した
ＫＰＩ指数

国から個々の事業に対す
るＫＰＩの設定が求めら
れており、各事業に対し
事業指標を設定、それぞ
れの目標達成にむけた事
業の取組を行います。

・道の駅「美杉」来
場者数50,000人
・電動アシスト付き
自転車利用者数
1,000人
・移住・二地域居住
者3人
・地域イベント来場
者数1,000人/1イ
ベント

実績値
・道の駅「美杉」来場者
数
　　34,912人
・電動アシスト付き自転
車利用者数286人
・移住・二地域居住者15
人
・地域イベント来場者数
　　2,000人/1イベント

4

パンフレットの作成・配
布、雑誌広告、テレビ放
送等により美杉地域の多
様な歴史、文化、恵まれ
た自然環境などの魅力を
東海、近畿を中心に全国
に発信しＰＲすることが
できました。
イベントの開催や電動ア
シスト付き自転車の導入
により、観光客の受け入
れ態勢の充実が図れ、地
域のＰＲと相まって交流
人口の増大に資すること
ができました。
また、地域のＰＲと空き
家リノベーション補助事
業により、移住や二地域
居住者が増加しました。

現状維持

引き続き美杉地域の積極
的なＰＲや地域での受け
入れ態勢の充実に努め、
交流人口及び定住人口の
増加を図っていきます。

地域振興課

庁舎等整
備事業
（美杉総
合支所）

健康増進施設をはじめとする関
連施設整備を図ります。

跡地利活用に
向けた進捗率

跡地利活用完了を１０
０％として達成率を実績
としました。

10% 10%
旧美杉庁舎及び旧美
杉総合開発センター
跡地の利活用

旧美杉庁舎及び旧美杉総
合開発センター跡地の利
活用について協議し、推
進を図りました。

4

旧美杉庁舎及び旧美杉総
合開発センター跡地の有
効活用を進めるため、関
係部署や地域住民との協
議を進めることができま
した。

拡充・充
実

旧美杉庁舎、旧美杉総合
開発センター跡地整備を
図りました。
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地域振興課

出張所管
理運営事
業（美杉
総合支
所）

　高齢化率が非常に高い地域の
ため、諸手続や生活に係る様々
な問合せが多く、地域に密着し
た対応が求められています。ま
た、地域かがやきプログラムの
南部エリアとして集落機能再生
「きっかけづくり」推進事業を
各地域で行い、地域住民による
地域活性化を目的とした団体が
組織されました。そのような中
で、各出張所が窓口業務はもと
より、地域コミュニティ活動の
活性化を図るため、実情に応じ
た地域団体への支援に取り組ん
でいきます。

市民サービス
の窓口及び地
域コミュニ
ティの形成に
取り組みます

出張所の窓口証明・収
納・相談及び地域の拠点
施設として心豊かな地域
コミュニティの形成に取
り組みます。

90% 90%

　戸籍・住民基本台
帳等の交付事務、市
税等の収納、各種受
付相談業務を行い、
市民生活の利便性を
向上させます。

　来庁者、利用者の満足
を得ることが出来まし
た。また、地域の集落再
生の一役を担うことが出
来ました。

3

　年間６出張所で各種申
請を含めた件数は、平均
では１，１６０件であり
ますが、地域かがやきプ
ログラムの南部エリアと
して集落機能再生事業を
各地域で行っており、各
出張所において、地域住
民に必要とされる業務や
果たすべき役割を十分認
識し、一層積極的に地域
の実情に応じた支援を
行っていく必要がありま
す。

現状維持

　今後も、市民サービス
の窓口として申請、収納
事務を進めると共に、引
き続き地域かがやきプロ
グラムの南部エリアとし
て地域コミュニティの再
生をさらに推進するた
め、各出張所が役割を十
分認識し、地域の実情に
応じた支援を行っていく
必要があります。

地域振興課

会館、市
民セン
ター管理
運営事業
（美杉総
合支所）

　コミュニティ施設（１４施設
内２施設は指定管理者）の維持
管理及び貸館業務を行い、市民
が利用しやすい運営を行いま
す。

コミュニティ
施設維持管理
下之川住民交
流センターの
整備

　コミュニティ施設（１
４施設内２施設は指定管
理者）の維持管理や市民
が利用しやすい貸館業務
が行われているか。

90% 90%

　コミュニティ施設
（１３施設内２施設
は指定管理者）の維
持管理及び貸館業務
を適正に行います。
　新たに、下之川住
民交流センターを整
備します。

　コミュニティ施設（１
３施設内２施設は指定管
理者）の維持管理及び貸
館業務が適正に行われま
した。
　下之川住民交流セン
ターを整備しました。

4

施設の維持管理は適正に
行われており、コミュニ
ティ拠点として利用され
ている。
(18年度2,909回、19年
度2,926回、20年度
2,926回、平成21年度
3,029回、平成２２年度
3,096回平成23年度
2,938回,平成24年度
2,737回,平成25年度
2,759回, 平成26年度
1,947回　平成27年度
1,941回）
また、平成27年度は、新
たに下之川住民交流セン
ターを整備しました。

（平成２６年度の利用回
数減少は、総合開発セン
ターの用途廃止によ
る。）

現状維持
施設の適切な維持管理に
努めます。

地域振興課
名松線利
活用関係
事業

全線復旧を契機にＪＲ名松線の
継続的な利用促進及び同路線を
利活用した美杉地域の活性化に
つなげるため、関係団体及び関
係部局と協力し、美杉地域や同
路線の魅力を発信する事業を展
開する。

沿線ウォーク
の実施
魅力発信事業
実施
復旧記念式典
の実施

　地方創生事業により、
美杉地域の活性化のため
美杉総合支所、商工観光
部と共に、美杉地域の魅
力や名松線の魅力発信事
業を行った回数を指標と
する。

7回 11回
目標どおり開催できまし
た。

4

平成27年度は復旧事業最
終年度として年度末に全
線復旧を予定して取り組
んできました。
年度全体を通して全線復
旧に向けて気運の高まり
を得られるようにＰＲ事
業を実施することができ
た。全国的な鉄道雑誌に
も記事を掲載し、主に鉄
道ファンに向け広く周知
することで、名松線自体
の知名度を高めることに
成功し、平成28年3月
26日の全線復旧記念式典
及び記念イベントに結実
することができました。

拡充・充
実

平成27年度末において全
線復旧を果たしたことに
より、平成28年度以降の
事業は方向性の転換を必
要とします。
ＰＲ広報を重点的に行っ
てきた平成27年度とは異
なり、復旧後は実際に名
松線を利用していただい
た方へのおもてなしをポ
イントとして取り組みま
す。
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地域振興課

その他運
動施設管
理運営事
業（美杉
総合支
所）

　市民がスポーツを通して、緑
に囲まれた自然とも触れ合うこ
とにより、心も癒してもらえる
場・コミュニティづくりなどを
目的にした交流の場として活用
していきます。また、当施設は
市外の方の利用が多いこともあ
り、さらなる集客を得るため施
設の整備清掃、安全・安心に利
用できるよう、適切な維持管理
に努めます。

　施設利用者
数

コミュニティづくりなど
を目的とした交流の場と
して利用されているか

300回 242回

昨年度に比べ、利用者、
利用回数ともに増加して
おり、適切な維持管理に
努めたことが、集客につ
ながったと考えられま
す。
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　施設管理に力を注ぎ、
気持ちよくスポーツが出
来る環境作りに努めまし
た。

現状維持
　適切な施設の維持管理
を図ります。

市民福祉課

斎場業務
管理運営
事業(美杉
総合支所)

津市火葬場(美杉八知火葬場・美
杉伊勢地火葬場)の適正な管理運
営を行うことにより、公衆衛
生、その他公共の福祉及び市民
サービスの充実に努めます。
平成２８年度から、美杉地域６
箇所あった火葬場を２箇所に整
理統合し、業務運営は地元自治
会等の指定管理から直営(業務委
託)に変更。平成２６年度まで、
市民課の斎場管理業務運営事業
に含んでいたが、いつくしみの
杜での業務が開始され、津斎
場・久居斎場及び香良洲斎場は
廃止されたことにより、津市火
葬場として新規事業で評価を行
います。

火葬場の運営
及び維持管理

火葬場の運営・維持管理
が自治会等の指定管理か
ら、市直営(業務委託)に
変更。業務委託業者に、
遺族に対し丁寧な対応を
マニュアルより指導し、
適切な維持管理を行いま
す。

火葬業務に関して、
遺族に納得いただけ
るよう、霊柩車の受
入から火葬・収骨及
びお見送りまで丁寧
な対応を行い、維持
管理においても地域
のニーズに対応する
よう効率的な管理・
運営を目指します。

地域のニーズに対応し、
効率的な管理・運営を図
る事が出来ました。
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地域のニーズに対応し、
効率的な管理・運営を図
る事が出来ました。

現状維持

火葬業務に関して、遺族
に納得いただけるよう、
霊柩車の受入から火葬・
収骨及びお見送りまで丁
寧な対応を行い、維持管
理においても地域のニー
ズに対応するよう効率的
な管理・運営を行いま
す。

市民福祉課

地域ケア
推進事業
（美杉総
合支所）

美杉高齢者生活福祉センター
は、本市に住所を有する高齢者
に対し、介護支援機能、居住機
能及び交流相談機能を総合的に
提供することによる高齢者福祉
の増進を目的としています。

施設利用者数

市民生活への寄与の度合
いと市民の関心の状況を
利用者人数の推移を見な
がら判断しつつ、今後の
管理運営への指標としま
す。

5,500人 4,724人

高齢者に対して、温
かく思いやりの心を
持って共に生きる地
域社会を推進し、安
心して生活できる施
設を目指します。

生活支援ハウス入居者が
年度内後半まで４名の入
居であったことから利用
実績減になっている。平
成２８年２月からは５名
の入居となっています。
また、デイサービス等に
おける施設利用者も本年
度は減となりました。
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生活支援ハウスについて
は、恒常的に利用があ
り、事業の必要性は継続
しています。施設開設か
ら、２０年以上が経過
し、施設の老朽化により
修繕費用が増高傾向にあ
ります。
施設維持において、空調
設備等の大規模改修が必
要です。

現状維持

地域の高齢者に対する福
祉サービスのセンターと
して、併設されている居
宅介護支援事業所(社会福
祉事務所)とともに、２７
年度、本年度は改修工事
以降も事業を継続しま
す。
また、平成２８年度には
平成２９年度において高
齢者生活福祉センター
内、教育娯楽室を機能回
復施設としての活用を行
うため改修工事を計画し
ていることから、改修工
事実施設計業務委託の発
注を予定しています。
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